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2023 年度(2024 年３月 31 日現在) 貸借対照表 

 

(単位：千円) 

科  目 金  額 科  目 金  額 

(資産の部)  (負債の部)  

流 動 資 産 1,411,364 流 動 負 債 302,388 

現 金 及 び 預 金 885,799 未 払 金 227,671 

棚 卸 資 産 100,491 未 払 法 人 税 等 14,453 

売 掛 金 88,152 預 り 金 33,585 

前 払 費 用 25,399 賞 与 引 当 金 20,901 

未 収 金 196,413 そ    の    他  5,775 

そ の 他 115,106 固 定 負 債 21,163 

固 定 資 産 919,765  前 受 収 益 21,163 

有 形 固 定 資 産 364,315 負 債 合 計 323,552 

土 地 34,400 （純資産の部）  

建 物 170,596 株 主 資 本 2,007,577 

工 具 器 具 備 品 159,318 資 本 金 50,000 

そ   の   他 0 資 本 剰 余 金 2,324,183 

無 形 固 定 資 産 365,858 資 本 準 備 金 2,300,000 

ソ フ ト ウ ェ ア 293 その他資本剰余金 24,183 

の れ ん 365,564 利 益 剰 余 金 △366,606 

投 資 そ の 他 の 資 産 189,592   そ の 他 利 益 剰 余 金 △366,606 

長 期 前 払 費 用 23,312   繰 越 利 益 剰 余 金 0 

敷 金 166,279 純 資 産 合 計 2,007,577 

資 産 合 計 2,331,129 負債及び純資産合計 2,331,129 

 

 



 

 

2023 年度 
 

損益計算書 

 

（単位：千円） 

項 目 金       額 

売 上 高  2,025,826 

売 上 原 価  515,035 

売 上 総 利 益  1,510,791 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  2,009,304 

営    業    損    失  498,512 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 1,576  

そ の 他 32,216 33,793  
営 業 外 費 用  

そ の 他 990 990 

経    常    損    失  465,709 

特 別 損 失    

減 損 損 失 56,220 56,220 

税  引  前 当 期 純 損 失  521,930 

法 人税、住 民税及び 事業 税  △155,324 

法 人 税 等 合 計  △155,324 

当   期   純   損  失  366,606 

 

2023 年４月 １日から 

2024 年３月 31 日まで 



個別注記表 

（金額の記載） 

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 定率法（ただし建物並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については定額法）によっております。  
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。  
建物       ：２～15年  
工具、器具及び備品：２～15年 

(2) 無形固定資産 定額法によっております。  
なお、耐用年数は以下のとおりであります。 

 ソフトウェア   ：５年  
のれん      ：５～10年 

 特許権      ：８年 

 

２．引当金の計上基準 

賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年

度の負担額を計上しております。 

 

３．消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 

４．グループ通算制度の適用 

グループ通算制度を適用しております。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 434,291 千円 

２．関係会社に対する短期金銭債権 171,007 千円 

３．関係会社に対する短期金銭債務 1,490 千円 

 

（損益計算書に関する注記） 

１．関係会社への経営管理料 24,491 千円 

２．減損損失 56,220 千円 

当社は、事業用資産については管理会計上の事業単位ごとにグルーピングを行っており、近隣引

渡しサービス事業及び動物医療分野における研究・臨床事業において、今後の事業計画を勘案し

た結果、減損損失を計上しております。上記資産の回収可能価額は正味売却価額により算定して

おり、正味売却価額については、対象資産の処分可能性を考慮の上、実質的に売却又は転用が不

可能な資産は正味売却価額を零、売却又は転用が可能な資産は売却可能価額として評価しており

ます。 
なお、処分予定資産については、処分を決定した時点より単独のグルーピングとしております。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額 26,415 円 50 銭 

２．１株当たり当期純利益 △5,559 円 78 銭 

 

（その他の注記） 

該当項目はありません。 


